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問題意識と課題

わが国では個人経営が減少する一方で，農業法人は

近年急激に増加している． 2020年農林業センサスでは，

個人経営体は2015年と比較して22.6％減少した一方

で，法人経営体は13.3％増加しており，農業の担い手

として大いに期待される． このことは，農業法人や企

業経営を対象とした研究が近年増加傾向にあることか

らも読み取れる（南石， 2022)．農業経営の持続性や

経営発展，イノベーションについて検討するためには，

国内他産業と比較した農業法人の特徴を明らかにする

必要があり，この視点の一つとして財務的特徴が有効

である．

農業の財務的特徴に関する先行研究としては，経営

者の経営行動と財務分析指標との関係を分析した研究

（岩瀬ら， 2019;山崎ら， 2002)や，経営者の意思決

定場面における会計情報の活用実態およびそれを規定

する要因を解明した研究（大室・梅本， 2008)，農業

法人における財務管理組織と財務管理の関係を分析し

た研究（何ら， 2008)，財務リスクの評価手法の提案

およびその有用性を検討した研究（大室ら， 2019) な

どが展開されているまた，営農類型別に財務的特徴

を明らかにした四方 (1996) は，畜産に焦点をあて畜

種別や法人形態別に財務的特徴に関する指標（収益性

分析，安全性分析，生産性分析）を比較している．

さらに，農業法人を他産業と比較した研究として南

石 (2012) および南石 (2021)がある．南石 (2012)

は，2010年の「TKC経営指標 (BAST)」（TKC全国会）

を用いて，各営農類型と他産業中小企業の財務的特徴

を比較した結果，着目する収益性，安全性，生産性の

指標によっては，企業農業経営が他産業に比較して必

ずしも劣っているとはいえず，比肩しうる存在となっ

ていることを示している．南石 (2021) は， 2004~ 
2013年の10年間の「TKC経営指標 (BAST)」を用い

て，農業の総資本経常利益率と総資本営業利益率の変

動係数および平均値を他産業と比較している分析の

結果，総資本経常利益率に関しては農業よりも不安定

な産業が多くあり，相対的に農業は安定していること

を明らかにしたその一方で，営業利益率は欠損値が

多いため単純に比較することはできないとしながら

も，農業は他産業と比較して営業利益率が経常利益率

よりも低く，変動係数も大きい傾向にあることを明ら

かにしたこれらの結果について，経常的な補助金等

が収益性の向上に貢献していると考察している．

このように，農業法人と他産業の財務的特徴を比較

した研究は一定程度蓄積されているものの，近年の

データを用いて，農業法人の財務的特徴を多様な視点

から他産業と比較した研究はまだあまり見られない．

これらの実態および現状を明らかにすることで，わが

国農業の将来展望や政策立案に賓する知見を提供でき

ると考えられる．

以上の問題意識に立脚して本研究では，農業経営の

持続性および経営発展，イノベーションの可能性を検

討するため，法人経営を対象として，他産業と比較し
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74 上西良廣・南石晃明

た農業および各営農類型の財務的特徴を明らかにする

ことを課題とする．

データおよび方法

1. データ

本研究では，「TKC経営指標 (BAST) （要約版）」（以

下，「TKC経営指標（要約版）」） （TKC全国会， 2021,

2020)の令和3年指標版（以下， 2020年）と令和2年

指標版（以下， 2019年）を利用する[「TKC経営指

標（要約版）」は，「TKC経営指標」に収録した業種の

うち， 2020年は中分類88業種および細分類485業種，

2019年は中分類86業種および細分類505業種につい

て，企業経営者が自社の経営状況の確認および経営方

針の決定に不可欠な売上高，成果配分（限界利益率，

労働分配率， 1人当たり人件費），収益性，債務償還能

力に関する経営分析項目 14項目を抽出し収録したもの

である．

「TKC経営指標（要約版）」では，「優良企業」と「黒

字企業」についてのみ，一部の要約を公開しており，

赤字を含む全企業の経営指標は非公開であるため，本

研究では「黒字企業」のデータを使用する．「黒字企業」

とは，対象年の期末純資産と税引前当期損益がプラス

の企業のことである (TKC全国会， 2021).

「TKC経営指標（要約版）」の業種分類は，総務省「日

本標準産業分類」（平成25年10月改定）に従っており，

大分類は19業種で構成されている 2．大分類，中分類，

小分類，細分類という順番で階層化されており，「TKC

経営指標（要約版）」では中分類および細分類のデー

タが公開されている．

大分類「農業，林業」は中分類「農業」と「林業」

から構成されており，中分類「農業」は小分類「管理，

補助的経済活動を行う事業所」，「耕種農業」，「畜産農

業」，「農業サービス業（園芸サービス業を除く）」の4

業種で構成されている．本研究では，このうち農業生

産と直接関係する「耕種農業」と「畜産農業」を対象

とする．「TKC経営指標（要約版）」では，小分類「耕

種農業」に関しては「米作農業」「米作以外の穀作農業」

「野菜作農業」「果樹作農業」「花き作農業」「その他の

耕種農業」，小分類「畜産農業」に関しては「酪農業」「肉

用牛生産業」「蓑豚業」「養鶏業」「その他の畜産農業」

が公開されている．本研究では，「農業，林業」を除

く大分類18業種と中分類「農業」，「農業」の細分類（以

下，営農類型） 11業種（表1)に着目する．

「TKC経営指標（要約版）」で公開されている中分類

「農業」の黒字企業の数 (2020年）は2,013であり，

全国の法人経営数は30,707(2020年農林業センサス）

であるため，約6.6％にあたる．ただし，「TKC経営

指標」の企業と農林業センサスの法人経営の定義は異

なる．

本研究では，収益性指標として売上高経常利益率と

総資本経常利益率，安全性指標として自己資本比率と

負債比率に着目するまた，参考のため労働生産性と

関連する指標（以下，生産性関連指標）として，一人

当たり年間売上高と一人当たり年間人件費に着目す

る．各指標の計算式は，以下のようになっている (TKC

グループ， 2021).

1)収益性指標

売上高経常利益率（％） ＝ 

総資本経常利益率(%)= 

経常利益
X 100 

純売J::高

経常利益
X 100 

総資本

l「TKC経営指標」は， TKC全国会に加盟する職業会計人（税理士・公認会計士）が，その憫与先である中小企業

に対して，毎月企業に出向いて行う「巡回監査」と「月次決算」により，その正確性と適法性を検証した会計帳簿

を甚礎とし，その会計帳簿から作成された「決算書」（貸借対照表・損益計算書）を甚礎データとしている (TKC

全国会， 2021)．これらの決算書は，そのまま法人税申告に用いられている．「TKC経営指標」の令和3年版は全

国の248,289社の法人企業の令和2年1月期から令和2年12月期決算に基づく経営分析値，令和2年版は246,523

社の平成31年1月期から令和元年12月期決算に基づく経営分析値を収録している．
なお，棚田 (2014)，山崎ら (2002)，四方 (1996) は，個別経営の財務分析結果を解釈する際に，「TKC経営

指標」の数値を利用している． さらに，四方 (1996)は対象経営の結果を「TKC経営指標」と比較検討した結果，

両者にある程度の関連性があることを確認している．

2総務省「日本標準産業分類」では「I 卸売業，小売業」となっているが，「TKC経営指標」では「卸売業」と「小

売業」に分けられている．「TKC経営指標（要約版）」に掲載されているのは，「A 農業，林業」「B 漁業」「C

鉱業，採石業，砂利採取業」「D 建設業」「E 製造業」「F 情報通信業」「H

運輸業，郵便業」「I 卸売業」「I 小売業」「J 金融業，保険業」「K 不動産業，物品賃貸業」「L 学術研究，

専門・技術サービス業」「M 宿泊業，飲食サービス業」「N 生活関連サービス業，娯楽業」「0 教育，学習支援

業」「P 医療，福祉J「Q 複合サービス事業」「R サービス業（他に分類されないもの）」の19業種である．



大分類 中分類 小分類

Oil 

耕種農業

A 

農業
01 

林業
農業

012 

畜産農業

産業別・営農類型別にみた農業の財務的特徴に関する研究

表 1 本研究で対象とする各営農類型の概要

細分類 説明

0111 
主として米（水稲陸稲）を栽培し，出荷する事業所をいう

米作農業

主として米以外の穀物を栽培し，出荷する事業所をいう．

0112 穀物とは，米（水稲，陸稲），麦類，雑穀（あわ，ひえ，きび，そば，とうもろこ

米作以外の殺作農業 し，もろこし），豆類（大豆，そらまめ，いんげんまめ，小豆，ささげ，らっかせ

い，えんどう，りょくとう）などの乾燥子実をいう．

主として野菜を栽培し，出荷する事業所をいう．

0113 野菜とは，果菜類（えだまめ，さやえんどう， とうもろこし等の末成熟子実を含

野菜作農業 む），葉茎菜類（はくさい，キャベッ，ねぎ等），根菜類（だいこん，にんじん， さ

といも等）及び栽培されたきのこ類をいう．

0114 
主として果樹を栽培し，出荷する事業所をいう．

果樹作農業
果樹とは，みかん，りんご，ぶどう，かき，なし，もも，くり，くるみなどの木本性

植物をいう

0115 
主として花きを栽培し，出荷する事業所をいう．

花き作農業
花きとは，切り花，切り菓，切り枝，球根，鉢物，花き苗，芝，植木など美観の創出

ないし維持又は緑化などに供する目的で栽培されている植物をいう

主として飼肥料作物，採種用作物など他に分類されない作物を栽培し，出荷する事業

0119 所をいう

その他の耕種隈業 飼肥料作物とは，飼料や肥料とする目的で栽培されている牧草等をいい，採種用作物

とは，種苗（林業用の種苗を除く）を得る目的で栽培されている植物をいう．

0121 
主として生乳を生産し，出荷する事業所をいう

1酷臨端

0122 
主として肉用牛を飼養する事業所をいう．

肉用牛とは，肉用を主目的に飼養している牛をいう．この場合，牛の品種は肉専用種
肉用牛生産業

に限らず困用目的に飼養している乳用種を含む

0123 
主として豚を飼養する事業所をいう．

養豚業
0124 

主として鶏卵の生産及び食鶏の飼養を行う事業所をいう．
1肇幽業

0129 
主としてその他の畜産物を飼育する亨業所をいう

その他の畜産物とは，馬，めん羊，やぎ， うさぎ（実験用，愛がん用を除く），鶏以
その他の畜産農業

外の家きん（うずら，あひる，七面鳥など），毛皮獣などをいう

75 

出所：総務省「日本標準産業分類J（平成 25年 10月改定）から抜粋．

2)安全性指標

自己資本比率（％） ＝ 

負債比率（％）

3)生産性関連指標

自己資本
X 100 

総資本

有利子負債
X 100 

自己資本

一人当たり売上高（千円／年） ＝ 
純売上高

平均従事員数

一人当たり人件費（千円／年） ＝ 
人件費

平均従事員数

労働生産性は，従業員1人当たりの付加価値創出額

である（伊藤， 1994)．労働生産性は一人当たり売上

高と付加価値率，一人当たり人件費は労働生産性と労

働分配率に分解できる（総務省， 2013り．このように，

一人当たり売上高と一人当たり人件費は，労働生産性

と関係することに加え，経営管理面においても甫要で

あるため，本研究で対象とする．

付加価値額
労働生産性

従業員数

付加価値額 売上高 付加価値額
X 

従業員数 従業員数 売上高

（労働生産性） （一人当たり売上高） （付加価値率）

人件費 付加価値額 人件費
X 

従業員数 従業員数 付加価値額

（一人当たり人件費） （労働生産性） （労働分配率）

売上高経常利益率と総資本経常利益率は，企業の収

3総務省 (2013)では，「経済センサスー活動調在」における付加価値額の算出に際して，給与総額を人件費として

扱っているため，労働分配率の計算において人件費の代わりに給与総額を用いている． しかし，総務省 (2013)

で注記されているように，労働分配率の算出の際には，給ケ総額のほかに福利岸生費や退職金などを含む人件費が

一般的には用いられる．
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益性を示す指標であり，一般的には数値が高いほど望

ましいと考えられている 4．自己資本比率は，高いほど

返済する必要がある負債が少なく資金的な安全性が高

いことを示すため，高いほど望ましい．負偵比率は，

比率が低いほど経営が健全であるため望ましい．一人

当たり売上高は，従業員一人当たりがどれだけ売上高

を生み出しているかを測定する指標であり，高いほど

望ましい．一人当たり人件費は，高ければ経営を圧迫

するという側面があるが，低ければ従業員の士気の低

下につながり従業員の離職や生産性の低下を招く可能

性があるため，農業経営の持続的発展という観点から

本研究では高い方が望ましいと考える．

2.方法

本研究では課題に接近するために，以下の2つの分

析を行う．

(1)産業規模を考慮した全産業平均との比較分析（分

析1)

まず，財務的特徴に関する 6つの指標に関して，中

分類「農業」と各営農類型を全産業平均と比較するこ

とで，他産業中小企業と比較した財務的特徴を明らか

にする．収益性指標，自己資本比率，生産性開連指標

に関しては，各指標の数値が全産業平均の0.9-1.1 

倍の範囲であれば全産業平均と比較して「同水準」，1.1

倍以上であれば全産業平均よりも収益性，安全性，一

人当たり売上高・人件費がそれぞれ「高い」， 0.9倍以

下であれば「低い」と判断する．負債比率に関しては，

数値が低いほど望ましいため， 0.9-1.1倍の範囲で

あれば全産業平均と比較して「同水準」， 0.9倍以下で

あれば全産業平均よりも安全性が「高い」， 1.1倍以上

であれば「低い」と判断する．

なお，「TKC経営指標（要約版）」では中分類と細分

類のデータのみが公開されている．そのため，大分類

の数値は，産業規模を考慮して中分類のデータを企業

数によって加重平均することで算出し，全産業平均は

大分類の数値を企業数によって加重平均することで算

出する．

(2)全産業の細分類を用いた主成分分析（分析2)

次に， 6つの財務指標を変数として，全産業の細分

類に主成分分析を適用する．具体的には2020年は細分

類485業種， 2019年は505業種のデータを使用する．

主成分数は結果の解釈可能性から判晰し，主成分負荷

量0.5以上の変数を重要変数と考えて主成分を意味づ

けする．

最後に，主成分得点をプロットすることで，他産業

中小企業と比較した各営農類型の位羅付けを把握し，

財務的特徴を明らかにする．なお，「その他の耕種農業J
と「その他の畜産農業」には多種多様な作物または畜

産物が分類されるため（表1)，これらについては考察

しないこととする．

主成分分析には統計ソフト R(4.1.2)のstatsパッ

ケージのprincomp関数を用いた

分析結果

1．産業規模を考慮した全産業平均との比較分析（分

析 1)

表2は，全産業と農業の各営農類型に関して，財務

指標の記述統計量（細分類）を示したものである．

2020年， 2019年ともに同じ結果に着目すると，収益

性が最も高いのは大分類「学術研究，専門・技術サー

ビス業」，安全性が最も高いのは細分類「寺院，仏教

教会」（サービス業（他に分類されないもの）），一人

当たり売上高が最も低いのは細分類「その他の障害者

福祉事業」（医療，福祉），一人当たり人件費が最も低

いのは細分類「ハンバーガー店」（宿泊業，飲食サー

ビス業）である．

表3は，各業種の財務的特徴に関するデータである．

全産業平均および大分類の数値は，企業数によって加

重平均することで算出した．「TKC経営指標（要約版）」

の2020年の収録法人数（黒字企業）は12.8万法人

(2019年は13.3万法人，以下括弧内は2019年），平均

従事員数は16.8人 (17.4人），平均売上高は31,517

万円 (32,531万円），経常利益は1,575万円 (1,540

万円）である．一方で，中分類「農業」は， 2,013法

人 (1,889法人），平均従事員数は10.8人 (11.0人），

平均売上高は19,950万円 (21,764ガ円），経常利益は

1,345ガ円 (1,409万円）である．各営農類型に着目

すると，「米作」と「野菜作」は法人数が比較的多い（そ

れぞれ2020年は513法人と 270法人）．また，畜産農

業は全産業平均と比較して売上高と経常利益が高い傾

向にある．

表4は，表3を用いて全産業平均と比較分析した中

分類「農業」および各営農類型の財務的特徴に関する

4長期的成長を志向する場合には，短期的な利益よりも先行投資を優先することもある．また，中小零細のオーナー

企業の場合には，課税対象となる利益の増大を志向しない場合もある． このように，単年度の利益率は高い方が望



表2 財務指標の記述統計量（細分類）

観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 最小の細分類 最大の細分類

売上晶経常莉益率 485 5 72 3 47 0.8 31 7 コンビニエンスストア（飲食料品中心） （小売業） 純粋持株会社（学術研究，専門・技術サービス業）

総資本経常和益率 485 5 80 2 48 1.3 211 ゴルフ場（生活関連サービス業，娯楽業） 芸術家業（学術研究，専門・技術サービス業）

2020年
自己資本比率 485 45.45 11.05 16.0 95.1 持ち帰り飲食サービス業（宿泊業，飲食サービス業） 寺院，仏教教会（サービス業（他に分類されないもの））

負債比率 485 81 07 52 76 3.1 428 5 寺院，仏教教会（サービス業（他に分類されないもの）） その他の老人福祉・介護事業（医療，福祉）

全
一人当たり売上高 485 22265 79 15697 19 3672.3 103435.4 その他の障害者福祉事業（医療，福祉） セメント卸売業（卸売業）

一人当たり人件費 485 4423.80 1146.13 1469.0 8397 0 ハンバーガー店（宿泊業，飲食サービス業） 法律事務所（学術研究，専門・技術サービス業）
産

売上高経常和益率 505 5.44 3 52 0.7 43 7 コンビニエンスストア（飲食料品中心） （小売業） 著述家業（学術研究，専門・技術サービス業）
業

総資本経常利益率 505 5 85 2 60 1.2 29 9 ゴルフ場（生活製連サービス業，娯楽業） 著述家業（学術研究，専門・技術サービス業）

2019年
自己資本比率 505 44 33 10 68 12.2 93 6 自動車貿貸業（不動産業，物品賃貸業） 寺院，仏教教会（サービス業（他に分類されないもの））

負債比率 505 82.44 55 82 4.1 574 6 寺院，仏教教会（サービス業（他に分類されないもの）） 自勁車賃貸業（不勁産業，物品貨貸業）

一人当たり売上尚 505 22388 25 15694 93 3261 7 97113 I その他の障害者福祉事業（医療，福祉） 非鉄金属地金卸売業（卸売業）

一人当たり人件費 505 4420 32 1140 36 1395.0 7625 0 ハンバーガー店（宿泊業，飲食サービス業） 特殊コンクリート工事業（建設業）

売上晶経常和益率 11 7 66 432 3.7 17 7 花き作農業 米作農業

総資本経常禾IJ益率 11 6.13 2.98 2.3 13.3 肉用牛生産業 米作農業

2020年
自己資本比率 11 35 63 9 22 24.0 50 8 肉用牛生産業 その他の耕種農業

負債比率 11 129 09 65 28 40.1 254 3 その他の耕種農業 肉用牛生産業

一人当たり売上高 11 20712.18 15008.04 7355 3 50781.9 米作農業 肉用牛生産業

農 一人当たり人件費 11 3571 00 1107 18 1937 0 5263 0 米作農業 養豚業
業 売上晶経常和益率 11 7 35 4 52 3.3 16 8 花き作農業 米作農業

総資本経常莉益率 11 6 05 3 01 3.4 12 7 肉用牛生産業 米作農業

2019年
自己資本比率 11 31 93 8 30 20.3 45 9 果樹作農業 その他の畜産農業

負債比率 11 151 59 57 85 68.7 235 2 その他の畜産農業 果樹作農業

一人当たり売上高 11 22040 84 17013 16 7661.6 63365 6 米作農業 肉用牛生産業

一人当たり人件費 11 3555 00 1023 25 1938.0 5143 0 米作農業 養豚業

商
淵
淫

出所： TKC全国会 (2021,2020) をもとに筆者作成．

注 l：全産業の細分類内の括弧は大分類を表している．
注2:農業は，小分類「耕種農業」と「畜産農業」を対象としている．
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表 3 各業種の概要と財務的特徴

平均従事員数 売上直 経常利益
収益性 安全性 生産性関連

大分類 中分類 小分類細分類 業種名 企業数（社） 売上両経常 総資本経常 自己資本比率 一人当たり売上 一人当たり人件
（人） （千円／年） （千円／年）

利益率（％） 和益率(%) （％） 
負債比率(%)

高（千円1年） 費 （千円1年）

全産業平均 127 883 (132 807 16 8 /17.4 315 170 /325 309 15 754 /15402 6 5 (6.1 5 7 /5 7 44 3 (43 3 80.2 (80.8) 21 148 /21121 4498 (4447) 

A 農業，林業 2,235 (2,125) IO 8 (II 0) 196,434 (212,589) 13,294 (13,751) 6 7 (6.5) 5 8 (5 7) 36 8 (35.4) 121 7 (125 7) 18,138 (19,249) 3,497 (3,527) 

B 漁業 166 (167) 14.3 (14 1) 274,886 (319,276) 23,445 (22,524) 8 6 (7.4) 7.0 (6 9) 370 (391) 122 7 (110.8) 19,252 (22,658) 5,148 (5,201) 

C 鉱業採石業，砂利採取業 195 (187) 15.3 (15 9) 411,955 (443,838) 33,297 (30,101) 8 1 (6.8) 5.2 (4.4) 54 6 (56 3) 42 5 (38 2) 26,925 (27,914) 5,073 (5,086) 

D 建設業 27,855 (27,806) 11 5 (11 5) 291,076 (290,006) 17,563 (16,079) 6 2 (5 7) 7 5 (7 3) 461 (451) 519 (515) 25,395 (25,149) 5,537 (5,433) 

E 製造業 13,670 (15,929) 28.3 (27 6) 538,858 (527,507) 30,074 (30,096) 5 7 (5 9) 5.0 (5 5) 498 (476) 620 (661) 19,022 (19,129) 4,813 (4,798) 

F 424 (381) IO 8 (11.2) 272,660 (251,979) 33,246 (22,336) 15 6 (11 7) 6.3 (6 I) 36 0 (38 5) 2005 (1560) 25,149 (22,582) 4,296 (4,422) 

G 情報通信業 3,468 (3,478) 168 (16.4) 230,338 (226,024) 14,648 (13,854) 6 3 (6.1) 8.4 (8 6) 50 7 (50 6) 476 (463) 13,694 (13,805) 5,418 (5,403) 

H 運輸業郵便業 4,649 (4,890) 34 5 (34 8) 469,434 (464,114) 19,657 (18,587) 4 2 (4.0) 4 8 (4 9) 37 9 (37 2) 110 1 (108 2) 13,593 (13,327) 4,601 (4,563) 

I 卸売業 12,167 (12,946) 14.4 (14 6) 698,013 (704,777) 19,120 (18,984) 2 8 (2.8) 4.3 (4.4) 43 0 (41 6) 68 0 (69.4) 48,544 (48,198) 4,955 (4,840) 

I 小売業 13,489 (13,991) 16.6 (17 5) 365,412 (380,205) 10,467 (9,427) 2 9 (2.5) 5.0 (4 5) 43 1 (42 3) 79.4 (79 5) 21,957 (21,683) 3,700 (3,703) 

J 金融業保険業 1,389 (1,247) 8.3 (8 5) 93,093 (96,293) 8,594 (9,525) 10 2 (10.5) 5.0 (4 5) 69 3 (77 0) 28 8 (21 8) 11,274 (11,352) 4,498 (4,424) 

K 不動産業・物品賃貸業 16,612 (16,221) 4.7 (4 9) 99,345 (104,411) 10,857 (11,135) 140 (136) 3.3 (3.4) 33 8 (33 0) 149 3 (152 0) 21,164 (21,449) 3,715 (3,786) 

L 学術研究，専門・技術サービス業 8,667 (8,493) 10.2 (105) 127,676 (138,048) 10,908 (10,830) 9 0 (8 I) 8.9 (8 8) 52 3 (511) 50 I (50.1) 12,479 (13,110) 5,333 (5,353) 

M 宿泊業・飲食サービス業 3,261 (4,518) 26 1 (28 9) 175,300 (196,279) 7,491 (7,900) 4 2 (4.0) 4 8 (51) 35 9 (36 9) 124 6 (115 8) 6,715 (6,803) 2,319 (2,327) 

N 生活関連サービス業，娯楽業 3,428 (3,941) 20 3 (22.2) 232,719 (278,121) 10,675 (11,877) 4 7 (4.4) 4.2 (4.4) 409 (391) 84 0 (86 5) 11,490 (12,554) 3,191 (3,151) 

゜
教育，学習支援業 785 (782) 30.6 (29 9) 198,093 (200,430) 17,301 (16,471) 8 6 (8 0) 5 7 (5 9) 54 5 (52.2) 50 3 (56 1) 6,473 (6,695) 3,170 (3,144) 

p 医療，福祉 4,593 (4,634) 30.6 (30 6) 187,587 (187,437) 11,428 (10,764) 6 0 (5 7) 5 5 (5 3) 39 9 (38 0) 147 1 (157 6) 6,124 (6,133) 3,667 (3,677) 

Q 複合サーピス事業 814 (774) 7.7 12 (6 8) 284,103 (/222837 ,101) 6,708 /1(61.,5698 3) 2.4 ((25.. 3) 2.9 (/2 6 7) 447 ((4409 1) 39 0 ((55 2 3) 36,896 (4(8 1,633) 3,116 ((33 ,816171) ) 
R サービス業（他に分類されないもの） 10,016 110 297 28 8.4 223 967 258 12 451 0 55 1 6.4 6 49 5 3 60 7 7 3 7 989,010 3 866 

01農業 農業（中分類） 2 013 /1 889 10 8 Ill 0 199499 /217637 13454 /14 091 6 7 (6.5 5 7 /5 6 35.4 (33 8 128 7 /134.2 18472 /19785 3 388 (3 442) 

0111 米作農業（細分類） 513 (436) 7.2 (6 7) 52,958 (51,333) 9,361 (8,647) 17 7 (16.8) 13.3 (12 7) 39 0 (39 5) 85 6 (82 6) 7,355 (7,662) 1,937 (1,938) 

0112 米作以外の穀作農業（細分類） 64 (59) 8 8 (8.2) 79,783 (88,183) 9,938 (9,606) 12 5 (10.9) 9.2 (8 7) 31 3 (27 5) 101.4 (1253) 9,066 (10,754) 2,737 (3,092) 
011 0113 野菜作農業（細分類） 270 (235) 17.7 (16 3) 177,493 (168,630) 8,463 (6,957) 4 8 (4.1) 5 1 (4 7) 26 0 (25 8) 209 3 (196 5) 10,028 (10,345) 2,908 (3,136) 

A 
耕種殿業 0114 果樹作農業（細分類） 53 (64) 7.2 (8 5) 54,821 (84,473) 3,050 (3,186) 5 6 (3 8) 4 5 (3 5) 26.4 (20 3) 165 6 (235 2) 7,614 (9,938) 2,673 (2,941) 

農業，林
0115 花き作農業（細分類） 60 (74) 15.3 (17 7) 129,781 (147,473) 4,810 (4,847) 3 7 (3 3) 3 5 (3 7) 30 1 (30 6) 161.4 (154.5) 8,482 (8,332) 2,613 (2,527) 

業
01農業 0119 その他の耕種農業（細分類） 40 (44) 8 7 /11 3 98 427 (141 532 5 687 (7 299 5 8 (5 2 5.4 (4.4¥ 508 (271 40 1 /202 2) 11 313 /12 525) 3 367 (3 032) 

0121 酪農業（細分類） 154 (149) 11.3 (II 7) 407,396 (376,189) 35,846 (43,416) 88 (ll 5) 6.4 (7 7) 39.4 (39.4) 113.4 (114.6) 36,053 (32,153) 5,018 (4,941) 

012 
0122 肉用牛生産業（細分類） 147 (176) 78 (7 8) 396,099 (494,252) 16,970 (25,639) 4 3 (5 2) 2.3 (3.4) 24 0 (27 3) 254 3 (197 7) 50,782 (63,366) 4,336 (4,356) 

畜産畏業
0123 養豚業（細分類） 166 (149) 11.6 (10 8) 399,766 (368,913) 28,716 (19,685) 72 (5 3) 6.4 (51) 446 (421) 85.2 (90.4) 34,463 (34,159) 5,263 (5,143) 

0124 養鶏業（細分類） 116 (107) 13.4 (17 7) 398,228 (472,657) 16,006 (16,244) 40 (34) 4 8 (3 9) 32 7 (25 7) 1460 (1998) 29,719 (26,704) 3,816 (3,626) 

0129 その他の畜産農業（細分類） 33 (30) 148 (171 339 793 (453 363 33 636 (51 886 9 9 (114 6 5 (8 8 476 (459 57 7 (68 7) 22 959 (26 512 4613 (4373) 

出所： TKC全国会 (2021,2020) をもとに筆者作成．

注 1:表中の数値は2020年（括弧内は 2019年）のものである．

注2:各業種の記号と番号は，総務省「日本標準産業分類（平成25年10月改定）」と対応している．
注3：本研究では農業の小分類「013農業サービス業」「014園芸サービス業」は対象外であるため，農業の細分類の企業数の合計と農業（中分類）の企業数は一
致しない．
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表4 全産業平均と比較した中分類「農業」と各営農類型の財務的特徴に関する結果

収益性 安全性 生産性関連

業種 売上蘭経常 総資本経常 自己資本 負債比率 一人当たり売 一人当たり人

利益率（％） 利益率（％） 比率（％） （％） 上裔（千円／年） 件費（千円／年）

農業（中） 0/0 0/0 △／△ △／△ △／△ △／△ 

米作農業（細） ◎/c  ◎／◎ △/0 0/0 △／△ △／△ 

耕 米作以外の穀作農業（細） ◎/c  ◎／◎ △／△ △／△ △／△ △／△ 

種 野菜作農業（細） △／△ 0／△ △／△ △／△ △／△ △／△ 

農 果樹作農業（細） △／△ △／△ △／△ △／△ △／△ △／△ 
業 花き作農業（細） △／△ △／△ △／△ △／△ △／△ △／△ 

その他の耕種農業（細） △／△ 0／△ c／△ ◎／△ △／△ △／△ 

酪農業（細） ◎/c  ◎／◎ △/0 △／△ ◎／◎ ◎/c  」
畜 肉用牛生産業（細） △／△ △／△ △／△ △／△ c／◎ ［ 0/0 
産
姜豚業（細） 0／△ ◎/0 0/0 0／△ ◎／◎ ◎/c  ］ 農
業 養鶏業（細） △／△ △／△ △／△ △／△ c／◎ J △／△ 
その他の畜産農業（細） ◎/c  ◎／◎ 0/0 ◎／◎ 0／◎ 0/0 

出所：筆者作成．

注1：収益性指標，自己資本比率，生産性関連指標に関しては，各指標の数値が全産業平均の 0.9~ 1.1 
倍の範囲であれば全産業平均と比較して「同水準」， 1.1倍以上であれば全産業平均よりも収益性，
安全性，一人当たり売上高・人件費がそれぞれ「高い」， 0.9倍以下であれば「低い」とした．負
債比率に関しては， 0.9~ 1.1倍の範囲であれば「同水準」， 0.9倍以下であれば全産業平均よりも
安全性が「高い」， 1.1倍以上であれば「低い」とした同水準を〇，高いを◎，低いを△として
表記し，2020年／2019年の結果を示している． 2年とも「高い」場合はグレーの網掛けで示した．

注2:業種の（中）は中分類， （細）は細分類を表している．

結果である．

収益性指標の売上高経常利益率に関して，全産業の

売上高経常利益率は6.5%(2019年は6.1%)であり，

中分類「農業」は6.7% (6.5%）であるため，全産業

平均と同水準である．「米作」は17.7%(16.8%）で

あり他産業と比較して非常に大きく，全産業平均を大

きく上回っているまた，「米作以外の穀作」「酪農」「そ

の他の畜産」は全産業平均よりも高い水準にある．

総資本経常利益率に関して，全産業の総資本経常利

益率は5.7%(5.7%）であり，中分類「農業」は5.7%

(5.6%)であるため，全産業平均と同水準である．「米

作」は13.3%(12.7%）であり，売上高経常利益率と

同様に他産業と比較して非常に大きく，全産業平均を

大きく上回っている．「米作以外の穀作」「酪農」「そ

の他の畜産」は全産業平均よりも高い水準にある．

安全性指標の自己資本比率に関して，全産業平均

44.3 % (43.3%) に対して中分類「農業」は35.4%

(33.8%)であり，安全性は全産業平均よりも低い水

準にある．営農類型別に見ると，「養豚」「その他の畜産」

は全産業平均と同水準である．

負債比率に関して，全産業平均80.2%(80.8%）に

対して，中分類「農業」は128.7% (134.2%）であり，

安全性は全産業平均よりも低い水準にある．営農類型

別に見ると，「その他の畜産」のみが全産業平均より

も高い水準にある．

一人当たり売上高に関して，全産業平均2,115万円

(2,112万円）に対して農業は1,847万円 (1,979万円）

であり，全産業平均を下回っている．営農類型別に見

ると，「肉用牛」は5,078万円 (6,337万円）であり，

非常に高い．また，「酪農」「養豚」「養鶏」も全産業

平均よりも高い水準にある．畜産農業は，表3から他

産業中小企業と比較して平均従事員数が少ないが，年

間売上高が高いため，一人当たり年間売上高が高い水

準となっている．

一人当たり人件費に関して，全産業平均450万円

(445万円）に対して中分類「農業」は339万円 (344

万円）であり，全産業平均を下回っている．営農類型

別に見ると，「酪農」「養豚」は全産業平均よりも高い

水準にあり，「肉用牛」「その他の畜産」は全産業平均

と同水準である．

以上の分析結果から，中分類「農業」は全産業平均

と比較して，安全性と一人当たり売上高・人件費は低

い水準にあるが，収益性はほぼ同じ水準にあることが

明らかとなった営農類型別では，「米作」と「米作

以外の穀作」は，収益性が全産業平均よりも高い傾向

にあるまた，畜産農業は一人当たり売上高が全産業

平均よりも高い水準にある特に，「酪農」は収益性

と一人当たり売上高・人件費が高い傾向にある．つま

り，着目する指標によっては，農業は他産業中小企業

と比肩しうる存在となっていること， さらに営農類型
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によっては全産業平均よりも財務的特徴が望ましいこ

とが明らかとなった円

また，南石 (2012)の結果と比較すると，赤字企業

も含めた全企業のデータを分析対象としている点に留

意が必要であるが，「米作」と「酪農」の総資本経常

利益率が全産業平均を大きく上回ることを明らかにし

ており，本研究と同様の結果が得られている．このこ

とから，「米作」と「酪農」は少なくとも 10数年前か

ら他産業と比較して収益性が高い水準にあった

2.全産業の細分類を用いた主成分分析（分析2)

(1)主成分分析

表5は， 2020年の全産業の細分類485業種に主成分

分析を適用した結果である．

第1主成分は固有値2.35,寄与率39.1％で，収益性

の「売上高経常利益率（主成分負荷量＿0.51)」「総資

本経常利益率 (-0.58)」，安全性の「自己資本比率

(-0.87)」「負債比率 (0.83)」というように，収益性

と安全性の各2項目の数値が高いので，「安全性低・収

益性低」と名付けた経常利益率が高ければ，負債の

返済およびそれにともなう総資本の圧縮によって安全

性が向上するため，収益性と安全性によって変数が合

成されたと考えられる．

第2主成分は固有値1.59,寄与率26.4％で，「一人

当たり売上高 (-0.81)」「一人当たり人件費 (-0.57)」

というように，生産性と関連する 2項目の負の数値が

高いので，「生産性低Jと名付けた第3主成分は固有
値0.99,寄与率16.4％であるが，解釈可能性の観点か

ら主成分数は2が妥当であると判断した

表6は， 2019年の全産業の細分類505業種に主成分

分析を適用した結果である．

第1主成分は固有値2.43,寄与率40.5％で，収益性

の「売上高経常利益率（主成分負箭量＿0.58)」「総資

本経常利益率 (-0.67)」，安全性の「自己資本比率

(-0.84)」「負債比率 (0.79)」というように，収益性

と安全性の各2項目の数値が高いので， 2020年の結果

と同様に「安全性低・収益性低」と名付けた．

第2主成分は固有値1.53,寄与率25.5％で，「一人

当たり売上高 (-0.84)」「一人当たり人件費 (-0.56)」

というように，生産性と関連する 2項目の負の数値が

高いので，「生産性低Jと名付けた第3主成分は固有
値1.04,寄与率17.4％であるが，解釈可能性の観点か

ら主成分数は2が妥当であると判断した．

(2)主成分得点のプロット

図1は2020年の細分類485業種，図2は2019年の細

分類505業種の第一主成分得点と第二主成分得点をプ

ロットしたものである表7は各営農類型の主成分得

表5 主成分分析の結果 (2020年）

指標
主成分負荷量

第1主成分第2主成分第3主成分

収益性 I 売上高経常利益率 —0.505 0.557 0.406 
総資本経常利益率 丑こ謡 0.427 0.431 
自己資本比率 —QJru! -0.131 -0.378 

安全性 I 
負債比率 辿卑 0.316 0.360 

生産性関連 I人当たり売上高 0.184 .:Q巫江 0.384 
一人当たり人件費 ー0.527 -0.568 0.465 
固有値 2.347 1.584 0.987 
寄与率 39.1% 26.4% 16.4% 
累積寄与率 39.1 % 65.5% 82.0% 

出所：筆者作成．
注：主成分負荷量の絶対値が 0.5以上を下線にて示している．

5筆者らの所属研究室（農業経営学）では，永年にわたって他産業と比較した農業経営の財務的特徴に関する研究を

行っている．筆者らが指導教員を務めた卒業論文や修士論文において，本稿に関連するものは複数あるが，最近の

成果としては以下がある．

卒論論文（浦郷周平， 2022)「産業別・作目別にみた農業林業の財務諸表の特徴に関する研究ーTKC経営指標
(BAST)要約版を用いた分析ー」）では， 2019年の「TKC経営指標（要約版）」を用いて，全産業平均を相加平均
によって算出し，平均値と標準偏差を用いて大分類「農業，林業」と比較している分析の結果，大分類「農業，

林業」は，全産業平均（相加平均）と比較して収益性指標と生産性関連指標に関しては財務的に望ましく，安全性
指標は望ましくないという結果が得られている．全産業平均の算出方法，指標の評価方法および農業の業種（本研

究では中分類「農業」）が異なることに留意が必要であるが，安全性指標に関しては本研究と同様の結米が得られ

ている．


















